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権の許諾を受けていたが,平成 8年 1月25日に譲渡を受け,同年 5月27日そ
の登録を了して商標権老となった｡FPS社は,本件商標以外のすべての商
標権についても,平成 7年11月29日に Ⅹ の100%子会社である FPH社に譲
渡した｡














商標製品の並行輸入におけるライセンス契約違反と適法性 - フレッドペリー事件最高裁判決- 563
地使は,平成 7年11月29日,FPH社に移転した｡
Y が Ⅹ に対して,Yが輸入販売する本件商品等が偽造であるなどという
Ⅹ が行った新聞広告,関税定率法所定の輸入禁制品の認定手続の申立て等
が営業を妨害し又は信用を害するものであると主張して,民法709条に基づ









































































ない (｢商標法概説 第二版｣小野昌延 有斐閣 1999 275頁)｡






















者が親子関係にある場合 (ラコステ事件 昭和59年12月7日 東京地裁判決),商標権者

















5 東京地裁平成11年 1月28日判決 (東京地裁平成 8年(ワ)第8625号事件及び同年(ワ)第
15011号事件)及びその控訴審である東京高裁平成12年 4月19日判決 (東京高裁平成11年
(ネ)第1464号事件)｢被許諾者において許諾契約の製造地域制限条項に達反する行為があ









































































































































































































第二版｣小野昌延 有斐閣 1999 239頁｡
第二版｣小野昌延 有斐閣 1999 241頁｡
第三版 (上巻)｣中山信弘 青林書院 平成12年 815頁
第三版 (上巻)｣中山信弘 青林書院 平成12年 815頁
































21 ｢注解特許法 第三版 (上巻)｣中山信弘 青林書院 平成12年 815頁｡
22 なお,販売先の指定については,使用権者の販売先の選択の自由が制限されることに
より,市場における競争秩序に悪影響を及ぼすおそれがある場合 (ライセンス契約ガイ
ドライン 第 4特許 ･ノウハウライセンス契約に関する不公正な取引方法の観点から























ンス契約ガイドライン 第 4特許 ･ノウハウライセンス契約に関する不公正な取引方法
q)観点からの考え方 4特許製品等の製造に関連する制限 .義務 (4J)原材料 .部品等
の購入先の制限)には,それぞれ不公正な取引方法に該当し,違法 となるので,当該制
限条項に達反した商標の使用を,商標権の侵害 とすることはできない｡
23 建築用換気口枠事件 昭和60年6月28日 大阪地裁判決｡｢実施態様を超えた実施｣松
本司 判例ライセンス法 発明協会 平成12年 259頁｡
24 ｢注解特許法 第三版 (上巻)｣中山信弘 青林書院 平成12年 829頁｡
25 ｢知的財産法講義 Ⅰ｣渋谷達紀 有斐閣 2004
26 ｢数量制限違反の特許法上の評価｣小泉直樹 知的財産法 と現代社会 信山社 1999
347頁
























































29 ｢商標権と並行輸入｣玉井克哉 CIPICジャーナル Vo1.200524頁は,米国において
は使用権者による品質保証機能を害する商品の販売は商標権の侵害となると理解されて
いるとする｡

























30 ライセンス契約ガイドライン 第4特許 ･ノウハウライセンス契約に関する不公正な
取引方法の観点からの考え方 4特許製品等の製造に関連する制限 ･義務 (4)原材料,
部品等の購入先の制限,(5)特許製品,原材料,部品等q)品質の制限




























































































具体的には,特許製品の並行輸入に関する平成 9年 7月 1日最高裁判決
(BBS事件)が述べている要件 ｢特許権者は,譲受人に対しては,当該製
品について販売先ないし使用地域から我が国を除外する旨を譲受人との間で
合意した場合,譲受人から特許製品を譲り受けた第三者及びその後の転得者
に対しては,譲受人との間で右の旨を合意した上特許製品にこれを明確に表
示した場合｣に準じた条件が満たされる場合には,並行輸入を禁止すべきで
ある｡
商標権者が国や地域毎に種類や品質等において異なる製品を販売している
場合には,その意思に従い,販売を予定していない地域への並行輸入は,原
則として,すべて禁止すべきであるとの考え方もありえるが,商標製品に関
しては,我が国において真正商品の並行輸入は相当期間にわたって継続して
行わわ,日本市場の外国への開放と製品価格の引下げに貢献した部分もあり,
かつ,現在では一定の市場を有する産業として存在しているものもあると考
えられる｡そうであれば,真正商品の並行輸入を望まない商標権者にこの程
度の努力を要求しても,厳しすぎるとはいえないのではないかと考える｡
以 上
